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〇 農業信用保証保険支援総合事業実施要綱（令和５年３月 31 日付け４経営第 3014 号農林水産事務次官依命通知）一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

別表（別記１関係） 

１ （略） 

２ （令和３年４月１日からの基金協会の保証契約締結に係るもの） 

対象要件 補助対象期間 

１～５ （略） （略） 

６ 金融調整課長が別に定める要件を満

たす者に対して融通された農業近代化

資金等であって、令和８年４月１日から

令和８年度予算成立日前までの間に基

金協会の保証契約が締結されたもの 

保証当初５年間 

  

別表（別記１関係） 

１ （略） 

２ （令和３年４月１日からの基金協会の保証契約締結に係るもの） 

対象要件 補助対象期間 

１～５ （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

別記２ 農業近代化資金保証料助成金交付事業 

  

（事業の内容） 

第４ （略） 

（１）対象者 

次のいずれかの要件を満たす認定農業者等であって、本事業の

対象とする保証料助成による債務保証について他事業による保

証料の助成・補助等を受けていない及び受けない者とし、その旨

の誓約書を基金協会に提出した者とする。 

ア 農業経営基盤強化促進法第 19 条第１項に規定する地域計

画のうち目標地図（同条第３項の地図をいう。以下同じ。）

に位置付けられた者（認定農業者（同法第 12 条第１項に規

定する農業経営改善計画の認定を受けた者をいう。）、認定就

農者（同法第 14 条の５第１項に規定する認定就農者をい

別記２ 農業近代化資金保証料助成金交付事業 

  

（事業の内容） 

第４ （略） 

（１）対象者 

次のいずれかの要件を満たす認定農業者等であって、本事業の

対象とする保証料助成による債務保証について他事業による保

証料の助成・補助等を受けていない及び受けない者とし、その旨

の誓約書を基金協会に提出した者とする。 

ア 農業経営基盤強化促進法第 19 条第１項に規定する地域計

画のうち目標地図（同条第３項の地図をいう。）に位置付け

られた者（認定農業者（同法第 12 条第１項に規定する農業

経営改善計画の認定を受けた者をいう。）、認定就農者（同法

第 14 条の５第１項に規定する認定就農者をいう。）、集落営
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う。）、集落営農組織（農業の担い手に対する経営安定のため

の交付金の交付に関する法律（平成 18 年法律第 88 号）第２

条第４項第１号ハに定める組織をいう。）、市町村基本構想

（農業経営基盤強化促進法第６条第１項に規定する基本構

想をいう。）に示す目標所得水準を達成している農業者及び

市町村が認める者をいう。）（目標地図に位置付けられること

が確実であることの証明を市町村から受けた者を含み、平成

23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子

力発電所の事故の影響により、避難区域や作付制限区域等が

設定された福島県の田村市、南相馬市、伊達郡川俣町、双葉

郡広野町、同郡楢葉町、同郡富岡町、同郡川内村、同郡大熊

町、同郡双葉町、同郡浪江町、同郡葛尾村及び相馬郡飯舘村

並びに令和６年能登半島地震の被災市町（石川県の七尾市、

輪島市、珠洲市、羽咋郡志賀町、鳳珠郡穴水町及び同郡能登

町に限る。）にあっては、実質化された人・農地プランに位

置付けられた中心経営体を含む。）であること。 

イ （略） 

（２）～（４）（略） 

農組織（農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交

付に関する法律（平成 18 年法律第 88 号）第２条第４項第１

号ハに定める組織をいう。）、市町村基本構想（農業経営基盤

強化促進法第６条第１項に規定する基本構想をいう。）に示

す目標所得水準を達成している農業者及び市町村が認める

者をいい、平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震に伴う原子力発電所の事故の影響により、避難区域や作

付制限区域等が設定された福島県の田村市、南相馬市、伊達

郡川俣町、双葉郡広野町、同郡楢葉町、同郡富岡町、同郡川

内村、同郡大熊町、同郡双葉町、同郡浪江町、同郡葛尾村及

び相馬郡飯舘村並びに令和６年能登半島地震の被災市町（七

尾市、輪島市、珠洲市、羽咋郡志賀町、鳳珠郡穴水町及び同

郡能登町に限る。）にあっては、実質化された人・農地プラ

ンに位置付けられた中心経営体を含む。）であること。 

 

 

イ （略） 

（２）～（４）（略） 

別表（別記２関係） 
 

 要件 補助対象期間 

１～４ （略） （略） 

５ 認定農業者等向け農業近代化資金で

あって、令和８年４月１日から令和８年

度予算成立日前までの間に基金協会の

保証契約が締結されたもの 

保証当初５年間 

別表（別記２関係） 

 
 

要件 補助対象期間 

１～４ （略） （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

附 則 
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１ この通知は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の本要綱に基づいて実施された事業については、なお従前の例による。  


